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要 旨

本稿は，情報システムの導入についてマーケティングの立場から研究したものであ

る。まず，商品としての情報システムの特徴を述べ，機能品質に特化した情報システ

ムの品質概念を，顧客サービスを含めた品質概念へと拡張することができる点を指摘

した。次に，既存文献のレビューを通じて，情報システム導入の決め手となる説明変

数群を整理し，最後に，それら説明変数群の一部を用いて事例研究を行った。

Thispaperdealswithorganizationalbuyingofinformationsystems(IS).At

first,from thepointofmerchandise,characteristicsofISareintroducedand

theexistingconceptofqualityofISwhichisapttobefocusedonfunctional

ordercouldbeextendedsothatthatconceptofIScouldincludethelevelof

customer service.Secondarily,explanatory variables adopted in prior

researcheshavebeenputinorder,whichwouldhelpbusinesspersonwhen

questionnairesareplanned.Finally,incaselocalgovernmentsintroduceE-

mailsendingsystemforcitizens,conclusivefactorsthatpromotetheadopting

ofthatsystemhavebeenanalyzed.

キーワード

情報システム（InformationSystems），情報システムの品質（QualityofInforma-

tionSystems），二項ロジット（BinaryLogit），地方自治体（Localgovernment）
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1．はじめに

本稿は，情報システムのマーケティングについて考察したものである。情報システ

ムを購入（導入）するのは，一般消費者ではなく，企業や行政機関であるが，それら

の購買に焦点を絞った研究文献は日本では少ない。しかし，米国では，MIS

（ManagementofInformationSystemsQuarterly）を中心として情報システムの

導入要因に関する一定の研究蓄積があり，それらの動向を紹介することは日本のIT

産業の発展に資すると考えられる。というのも，MISQuarterlyの執筆者の国籍は

米国・インド・中国が多く，これらの国々ではIT産業が急速な伸びを見せているか

らである（とりわけインド人研究者の関心は，インドのIT産業が情報システムを構

築する仕事を全世界から受注し，納入したシステムが継続的に利活用され，パフォー

マンスを発揮するようになるためには，どうすればよいのか，といった点にあると考

えられる）。一方，日本の『情報通信白書（平成22年度版）』によると，2008年度の

民間企業の情報化投資の市場規模は約21.3兆円と民間企業設備投資額の24.4％を占め

るほど大きく（注1），情報システムの構築と販売を行うシステムエンジニアのために

も，その購入促進に結びつくようなマーケティング上の諸条件を整理することが求め

られよう。経営学や経済学の立場からは，企業の生産性や利益率向上に対する情報化

投資の寄与度を測定するために，企業の情報化投資の効果測定に研究の主眼が置かれ

るが，マーケティングの立場からは，法人組織が情報システムを導入し，その後満足

した状態で引き続き利活用してくれるための諸条件を突き止めることが重要である。

2．商品としての情報システムの特徴

本節では情報システムの商品としての特徴を整理する。第一に，搭載された様々な

機能を使いこなすため，購入者はその使い方を学習しなければならず，この学習した

ことが翻って他社システムへの乗り換えを阻止するような効果をもたらす。第二に，

情報システムを構成するものの内，ソフトウェアについては，単価数千円の一般消費

者向けのパッケージソフトと，業務用のソフトウェアとではマーケティング手法が異

なる。後者の業務用のソフトウェアとして，例えば，中小企業がERPやEDI等の業務

用のソフトを導入する場合を考えてみると，それらのソフトが定義（要求）する業務

プロセスに，自社の業務プロセスを適合させる仕方で導入した方がコストはかからな

い。他方，自社の現行の業務フローを優先し，それに合致する仕方でソフトウェアの

作成を依頼した場合のコストはかかる。第三に，情報システムは，障害が起きにくい

こと，そして障害が起きた場合の迅速な復旧が求められる。

次に情報システムの品質についてであるが，一般に情報処理分野では，信頼性
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（Reliability）・可用性 （Availability）・保守性 （Serviceability）・保全性

（Integrity）・安全性（Security）の要素から定義されている（頭文字を取ってRASIS

と呼ばれる）。情報処理の分野で定義される情報システムの品質概念にマーケティン

グの立場から再考を促しているのが，KettingerandLee（1997；2005）の研究で

ある。情報処理の分野が定義する情報システムの品質は，システムの「機能品質」を

もっぱら評価したものであり，従業員が情報システムを操作して顧客への対応を行う

ような人的なサービスの次元は考慮されていない。KettingerandLee（1997）は，

情報システムの「サービス品質」の評価尺度としてSERVPERFとSERVQUAL（注

2）との比較検討を行い，知覚されたパフォーマンスのみを用いたサービス品質の測

定尺度であるSERVPERFの方が予測妥当性の点でSERVQUALを凌ぐ，と結論付け

た（SERVERFとSERVQUALを構成する5つの次元―有形性・信頼性・応答性・保

証性・共感性―をそれぞれ独立変数とする一方で，総合的なサービス品質を従属変数

として回帰分析を行い，調整済決定係数の値を比較した結果―0.455［SERVQUAL］

vs0.579［SERVPERF―］）。彼らによれば，システムの欠陥を診断する力を有して

いるSERVQUALと，より便利なSERVPERFのどちらを用いるのが適切なのか，マ

ネージャーは目的に応じて使い分けるべきだ，としている。

一方，SERVQUAL尺度の汎用性を主張するJiangetal.（2002）は，情報システ

ムに関する技術的知識を持った情報システム部門に属する専門家と情報システムを使

用する一般ユーザーに対してそれぞれ知覚―期待ギャップを計った。その結果，これ

ら二つの異なる母集団に対してSERVQUAL尺度の信頼性と妥当性が確保され，情報

システムのサービス品質の評価ツールとして役立つことを述べている。

Jiangetal.（2002）を参考にして，SERVQUAL/SERVERF尺度を用いた情報

システムのサービス品質の評価枠組みを提示すると，以下の図1のようになるだろう。

「品質評価①」という右から左へ伸びた点線の矢印は，情報システム部門に属する専

門家が販売元の情報システムを評価する場合である。他方，「品質評価②」の下から

上へ伸びた点線の矢印は，一般顧客（エンドユーザー）が情報システムの買い手（導

入企業）の情報システムを評価する場合と言える。以下，「品質評価②」の場面を想

定すると，情報システムのサービス品質は，SERVQUAL尺度を構成している5つの

次元の内，有形性を除いた4つの次元で情報システムのサービス品質を測定すること

ができ，その場合，信頼性はそのシステムが時間遵守でサービスを提供してくれるか，

壊れにくいか，といった質問項目を評価することで推定され，また，応答性は情報シ

ステム部門の従業員が顧客（エンドユーザー）の手助けをし，顧客からの問い合わせ

に迅速に対応する程度によって推定される。そして保証性は情報システム部門の従業

員の業務知識があやふやではないか，顧客対応が丁寧かどうか，によって推定され，

共感性は情報システム部門の従業員が顧客の抱える問題やニーズに敬意を払っている

情報システムのマーケティング

―3―



かどうか，によって推定される。

このように考えることで，機能品質に特化した情報システムの品質概念を，マーケ

ティングの観点から拡張することができる。機能面で信頼性の高い情報システムを導

入すれば，ほぼ自動的に，顧客に対して高いレベルのサービスを提供することに必ず

しもならないのは，顧客から見れば，例えば，ある問い合わせに対する応対の遅れた

原因が，情報システムそれ自体の故障によるものなのか，従業員の業務知識のあやふ

やさや対応の遅さによるものなのか，どちらであろうとも苦情や不満の原因となるか

らである。なお，図1の「品質評価①」の場面において，ある一定のサービス品質を

確保するために，業界慣行として情報システムの販売元と導入先との間で締結される

「サービスレベルに関する合意（SLA―ServiceLevelAgreement―）」があるが，

このSLAもサーバーの稼働率（可用性）や基準応答時間達成率といったシステムの

機能要素から主として定義されており（注3），同様に，従業員の人的なサービスを

含めてその品質を再定義することができよう。

図1 情報システムのサービス品質の評価（筆者作成）

3．情報システムの採用・導入（意図）の把握

言うまでもなく情報システムは，コンピューター本体（ハードウェア）とプログラ

ム（ソフトウェア）から構成されるものであるが，既存文献は (A)コンピューター本

体（ハードウェア）のみを分析対象とするもの，(B)プログラム（ソフトウェア）の

購買場面を扱うもの，そして (C)情報システムの導入（採用）を扱うもの，に分かれ

る。

(A)まず，最初にコンピューター本体に関しては，Gatignon andRobertson

（1989）の研究が挙げられる。彼らは，営業部隊がノートパソコンを採用したかどう

かという被説明変数（2値変数）に対して，取引相手と垂直的に同期化する傾向

（0.31[*]），新技術に関する情報を齎す人との接触頻度（0.097[***]），新技術の採用に

関してネガティブな情報に過剰に反応しない傾向（0.28[**]）－以上3つは，新技術を

採用する企業側の特徴（内部環境）－，価格競争の激烈さ（－0.208[*]），および自
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社が所属する業界の寡占度合い（0.015[*]）―以上2つは外部環境－ ，値引き等によ

りサービス提供側がノートパソコンの採用を鼓舞する度合い（0.281[***]）－販売側

でのマーケティング努力―，を説明変数として確認した（以下，[*]：10％有意， [**]：

5％有意，[***]：1％有意，[****]：0.1％有意）。GauvinandSinha（1993）では，

企業が少なくとも1つのコンピューターを購入していたか否かという被説明変数（2

値変数）に対して，企業内におけるホワイトカラーの数（－0.00865[***]），ブルー

カラーの数（0.0018[***]），自分の部署に物品購入の裁量権がある部署の比率

（0.354[***]），調査前年までに少なくとも一つコンピューターを保有している部署の

比率（2.08[***]）－以上3つは，新技術を採用する企業側の特徴（内部環境）－，を

説明変数として確認している。

一方，HeideandWeiss（1995）は，シークエンシャルロジットモデル（注4）

を用いて，企業がワークステーションの購入を検討する際，過去に取引履歴のあるベ

ンダーのみを考慮集合の中に入れ，新規のベンダーを考慮集合の中に入れなかったど

うか（1or0），そして考慮集合が開いている場合，過去に新規のベンダーにスイッ

チした経験があるかないか（0or1），という2段階の逐次的な意思決定を検証した

（図2参照）。表1がその推定結果である。考慮集合形成段階において，推定された係

数の符号がプラスであることは，閉じた考慮集合を維持する傾向を意味し，一方，ス

イッチするか否かの意思決定段階において推定された係数の符号がプラスであること

は，既存ベンダーの内に留まる傾向を意味している。例えば，ユーザーが感じるワー

クステーションの技術進化の速度が速いと感じる程度が大きいほど，開いた考慮集合

を形成する傾向があり，一方，現在契約しているベンダーから他のベンダーへスイッ

チする見込みは少ないことが読み取れる。また，「既存のワークステーションとの互

換性の程度」や「現在契約しているベンダーに関連したスイッチングコスト」が大き

いほど，閉じた考慮集合を形成する傾向があることも読み取れる。そして，考慮集合

を形成する段階と，実際に契約時にスイッチするか否かを意思決定する段階で，効い

ている変数がそれぞれ異なることも突き止められた。

図2．逐次的な意思決定（HeideandWeiss（1995）より筆者作成）
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表1．シークエンシャルロジットモデルの推定結果（HeideandWeiss（1995）より）

次に，(B)プログラム（ソフトウェア）の購買場面を扱った研究を採り上げる。

Waartsetal.（2002）は，ヨーロッパの中小企業がERPを採用したかどうかとい

う点について効いている変数を，初期採用者（1998年）と後期採用者（2000年）の

二つのグループに分け，ロジットモデルを用いて測定した－1998年当時は，ヨーロッ

パの中小企業にとってERPは比較的馴染みのない新技術であり，後期採用者につい

ては，採用計画が2000年にあるかどうか，という採用意図を被説明変数としている－。

係数の推定結果（表2）から，ERP販売業者のマーケティング努力変数（ERP販売業

者を1社以上想起できるかどうか）において，初期採用者と後期採用意図者との間で

有意差があることが分かった（t検定を行った）。ERPなどの業務ソフトウェアは，

一度導入する大きなスイッチングコストが発生し，バージョンアップの際の他社への

切り替えが困難となることから，サービス提供側の変数が初期採用者に対して後期採

用意図者よりも強く効いているという結果は，販売側でのマーケティング努力活動が

その後の顧客囲い込みに対して有効であることを示している。また，ERPソフトウェ

ア販売業者の立場に立つと，ターゲット先企業が現在使用しているハードウェアとの

互換性も説明変数として重要であることが分かる。これは，初期のERPパッケージ

ソフトがIBMのハードウェアとのみ互換性が確保されていることが原因である。その

ほか，導入することによって企業競争力が上昇するような業種であり，ERP導入に

際して親会社の許可が速やかに得られれば，初期採用に結びつくことも読み取れる。

一方，Chwelosetal.（2001）はカナダの企業の購買担当課長をサンプルとして，

EDIを将来採用する意図をPLS（PartialLeastSquares）を用いて測った（図3）。

この研究で用いられた主要な変数はIacovouetal.(1995)が文献レビューを実施し，

7つの企業を例にとった定性的な事例研究を通じて確認されたものである。採用意図

に対して効いている変数は，EDIを採用するよう外部環境から受けるプレッシャー

（0.371[****]）・EDI導入が容易である程度（0.272[****]）・EDIについて知覚した便益

（0.109[****]）であった。図4から，例えば，「EDIによって業界内部で競争優位を築

くことができるかどうか」という潜在変数が，「外部環境へのプレッシャー」を通じ
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て，相対的に見て大きく採用意図に働きかけているので，EDIのセールスを行うに際

には，同一業種内でのEDI普及率のグラフなどを顧客に提示し，競争に打ち勝つため

にEDIの導入を勧めるような方策が考えられよう。

表2．係数の推定結果（Waartzetal.（2002）より）
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1998 (2000

ERP 4 0.3[***]

ERP 4 -0.16[**]

4 ) 0.07[*] 0.048[*]

HP PC (1 or 0) 0.4[*]

HP/9000 (1 or 0) 0.94[***] 0.63[***]

IBM PC (1 or 0) 0.58[**]

IBM RS6000 (1 or 0) 0.96[***] 0.8[***]

IBM AS/400 (1 or 0) 0.59[*]

OS WindowsNT (1 or 0 0.186[*]

IT 3 0.23[***] 0.13[*]

100 0.031[*]

0.22[***]

5 )
0.048[**]

1 or 0 0.28[*]

0.01[*]

ERP (1 or 0) 1.02[***] 0.53[***]



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3．EDI採用意図を測定するモデルと係数推定結果（Chwelosetal.（2001）より）

－楕円はreflective変数であり，長方形はformative変数を表している（注5）－

最後に，(C)情報システムの導入（採用）を扱った文献を扱う。

Wuetal.（2003）は，インターネット技術（要するにWebシステム）を活用し

たビジネスをe-businessと定義し5)，被説明変数としてe-businessが採用されるビジ

ネスの局面を4つ想定した。それらを列挙すると，(1)社内のコミュニケーションお

よび社外の取引先や顧客とのコミュニケーションを円滑にするためにe-businessを採

用する意図（コミュニケーション場面での採用意図），(2)財務会計・給与支払・従

業員の医療健康保険等を管理するためにe-businessを採用する意図（社内管理業務場

面での採用意図），(3)顧客からの注文・支払・注文追跡のためにe-businessを採用す

る意図，(4)サプライヤーとの取引をオンラインで行うためにe-businessを採用する

意図，となる。これら4つのビジネス局面での採用意図を被説明変数（潜在変数）と

して，（誤差項同士が相関している可能性を考え，見かけ上無相関な－seemingly

unrelated－）回帰分析を行った結果，表3－1に見られる説明変数群を確認した。通

常，e-businessあるいはIT製品を組織が採用する傾向を測定する場合，被説明変数と

して採用したかしないか（あるいは採用意図があるかないか）を2値変数で定義する

ことが多いが，彼らはビジネス局面毎に採用に対する意思決定が異なると考えた。表

3－1の結果から，e-businessの潮流に巧く適合しなければならないという競争環境か

ら受けるe-businessの採用圧力，が説明変数として全てのビジネス局面において効い

ていることなどが確認できる。

さらに彼らは，e-businessの採用傾向がビジネスパフォーマンスに与える影響につ

いても同様の分析を行った（表3－2）。ここでは，｢社内のコミュニケーションおよ
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び社外の取引先や顧客とのコミュニケーションを円滑にするためにe-businessを採用

する意図｣が，コスト削減・顧客数と販売額の伸び・顧客満足・取引先とのリレーショ

ンシップの発展という成果変数全てに対して，有意に効いていることが確認された。

表3－1．E-business採用意図に対する説明変数（Wuetal.（2003）より）

表3－2．E-businessの採用とそのパフォーマンス（Wuetal.（2003）より）

その他の情報システムの導入に関する研究をまとめると，表4のようになる

（GatignonandRobertson（1989）の研究は，情報システムを直接扱うものではな

いが，この分野の研究の嚆矢をなすものであり，比較のために掲載した。）。二項ロジッ
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トモデルを用いて，情報システムの導入を行ったかどうか（あるいは導入意図がある

かどうか）を［1or0］の被説明変数とし，説明変数として，(A)採用者側の内部

環境（導入対象技術に対する熟練度合い・企業規模－年間のIT予算－等），および(B)

外部環境（自社が所属する業界における価格競争の激烈さ，親会社への依存度合い等），

(C)採用者側が導入対象技術の便益をどのように知覚するのか（当該技術の採用が競

争上有利になったり，業務が効率化できると知覚する度合い），(D)サービス提供者

側が商品を販売するために行う様々な努力（値引き・試用期間の設定・報道発表や展

示会への出展・得意先への非公式な訪問等），を設定する傾向があると言える。

表4．情報システムの導入に関する研究の一覧
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4．事例研究

前節では，情報システムの採用に関する既存研究において，効いている説明変数を

整理した。本節では，事例研究として，情報システムの導入主体として自治体を考え，

市民に向けてメールを配信するような情報システムを導入しているかどうか，という

調査を通じて，以下の仮説を検証したい。

仮説1：予算規模（歳出規模）が大きいほど，情報システムの導入に対してプラスに

働く（注6）。

この仮説1は，Waartzetal.（2002）では年間予算，Chwelosetal.（2001）で

は財政的余裕，WierengaandOudeOphuis（1997）では企業規模，Gauvinand

Sinha（1993）およびChandyandTellis（1997）では従業員数，が採用に対して

有意であったことから設定した。

仮説2：情報システムを専門的に扱う部署が自治体内部に存在すると，導入に対して

プラスに働く（注7）。

この仮説2は，WierengaandOudeOphuis（1997）や，VanEverdingenand

Bamossy（2000）の研究から示唆を得て設定したものである。つまり，情報システ

ムの維持管理を専門的に管理する部署が存在すれば，当該情報システムを導入する部

門へのサポートが業務として行われるため，採用に対してプラスに働くという考えか

ら設定した。

仮説3：自治体が自らのホームページを立ち上げてから経過した年数が経っていれば

いるほど，導入に対してプラスに働く。

この仮説3は，市民向けに情報提供を行う媒体として，自治体がホームページをま

ず立ち上げ，ホームページと連動するシステムとして市民に向けてメールを配信する

システムは位置づけられることが多いため，設定した。

仮説4：市町村合併予定があれば，情報システムの導入に対してプラスに働く（市町

村合併予定がある場合を1，ない場合を0とダミー変数化した）。

この仮説4は，市町村合併が行われるという当時の時代状況を考え，設定した。
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質問表調査は，2005年2月23日から4月15日にかけて，全国2000の自治体全ての

広報公聴担当者に対して行われ，有効回答数は223件で回収率は11％であった（注8）。

そして調査データから，被説明変数を「メール配信システムの導入有無（2値変数）」

とし，説明変数として，歳出規模（仮説1）・情報システムを扱う専門の部署が存在

するか否か（仮説2）・自治体がホームページを公開してからの年数（仮説3）・市町

村合併の有無（仮説4）を設定し，ロジスティック回帰分析を行った（表5がその結

果である）。

表5．ロジスティック回帰分析結果

結論としては，仮説1から仮説4までの内，仮説1のみが確認された。これは，

CandyandTellis（1998）の研究結果－急進的な技術革新（radicalinnovation）

の採用傾向に対して企業規模の係数が有意とならなかった－とは逆の帰結といえる。

自治体に関しては，予算規模の大きいところを，まずはターゲットとするのがよいと

思われる。また，仮説2の「情報システムを扱う専門の部署が存在するか否か」は，

その係数が有意とならなかった。これが有意にならなかったのは，メール配信システ

ムという1種類の情報システムの導入有無のみについて回答を求めたことがその理由

として考えられよう。そして，仮説3の「自治体がホームページを公開してからの年

数」も，仮説4の「市町村合併（予定）の有無」も，その係数が有意とならなかった。

ホームページが先行的に立ち上げられ，次いでメール配信システムが導入されるとい

うプロセスは必ずしも一般的でないこと，そして，市町村合併が予定されているから

といって，メール配信システムの導入に対してプラスに作用するわけではないことが

確認された。

5．おわりに

本稿は，まず，顧客サービスという次元を取り入れることで，専ら機能面から評価

されてきた情報システムの品質概念を拡張し得ることを指摘した。次に，文献のレビュー

を通じてシステム導入の決定要因となる説明変数群を整理し，それら説明変数群の一
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0.29 0.62 0.21 1.00 0.65 1.33 0.39 4.50

1.05 0.85 1.52 1.00 0.22 2.86 0.54 15.14

0.42 0.12 12.37 1.00 0.00 1.51 1.20 1.91

-0.03 0.44 0.01 1.00 0.94 0.97 0.41 2.30

-0.01 0.08 0.03 1.00 0.86 0.99 0.85 1.15

-4.18 1.05 15.77 1.00 0.00 0.02

Exp( ) 95.0% 
Wald Exp( )

 



部を用いて事例研究を行った。本研究の限界として以下のことを指摘できる。自治体

が保有している情報システムは，保険業務・介護保険・財務会計・人事給与・土木積

算・統合型GIS・電子申請・施設予約・税業務・戸籍・福祉業務・国保/年金・電子

調達等，多岐に亘るのが通例であるが，大手ベンダーは，これらの全ての業務システ

ムに対応できるよう，機能別にパッケージ化された情報システムの販売体制を構築し

ている。従って，例えば，任意のA社から，財務会計や保険業務に関する情報システ

ムを導入していれば，本調査で採り上げた「市民向けの電子メール配信システム」も，

このA社から導入する確率が高いと言えよう。つまり，情報システムの場合，一度導

入されれば極めて大きなスイッチングコストが発生するため，互換性の少ない情報シ

ステムを導入させられている場合，地方自治体が今まで付き合いのない未知の企業の

情報システムを導入することは実質不可能であると言えよう（もちろん，地元のソフ

トウェア関連企業を育成するという名目で，現在導入されている情報システムの販売

元とは異なるベンダーからシステムを購入する可能性は残されている）。また，導入

した情報システムにロックされて高額なシステム維持費用を要求されないよう，自治

体の側でも互換性を高めるように防衛するのが通例である―そういった互換性が確保

されている場合，現在利活用している情報システムの使い勝手が悪いため，他社の情

報システムへとスイッチしてしまう傾向が生まれると思われるが，情報システムの使

い勝手の良し悪し（システムの受容度合い）を測定する方法も検討に値するであろう―。

注

（注1）総務省発行の『情報通信白書（平成22年度）』の図表4－2－2－1から，民間企業の情報化投

資額を情報システムの市場規模とした。

（注2）サービス品質の評価尺度として，SERVQUALもSERVPERFも有形性・信頼性・応答性・保

証性・共感性の次元を用いるが，SERVQUALはサービスの知覚された期待水準とそのサー

ビスのパフォーマンスの評価値との差分を取るのに対し，SERVPERFの方は，知覚された

サービスのパフォーマンスのみを用いる。実務上は，SERVPERFの方が使いやすい。

（注3）「情報システムに係る政府調達へのSLA導入ガイドライン」(http://www.meti.go.jp/policy/

it_policy/tyoutatu/sla-guideline.pdf）より。

（注4）シークエンシャルロジットモデルの導出については，Kardesetal.（1993）のAppendixを

参照。

（注5）Reflective変数とは，測定前に構成概念が存在すると考えられ，各観測項目は直接測定され

ない潜在的な構成概念を反映する－観測項目は構成概念の効果として設定される－，と考え

られるものである。各観測項目は同一の構成概念を反映し，当該潜在構成概念は単一次元で

あり，従って，各項目は互いに相関しており，適切な内的一貫性を保持している。一方，

formative変数は，通常の回帰分析のように観測項目が構成概念を構成するものである－観

測項目は構成概念の原因として設定される－（Chwelosetal.,2001,pp.311-312）。

（注6）自治体の歳出規模を調べ，それに応じて以下のような数値を割り振った。

（注7）ここでは，「情報システム専門の担当部署がある」・「専門の担当部署はないが，他部署（広報・
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総務等）に専任担当者がいる」・「専任担当者は存在せず，必要に応じて各部局の職員が業務

当たる」という3つの質問をカテゴリー変数化した。

（注8）調査は，2005年の2月23日から3月3日の間に，ファーストコールとして各自治体の広報公聴

担当者に電話をかけ，FAXにて質問表を返信してもらうよう依頼し，3月4日から4月15日の

間に，返信がないところに再度電話を行い，調査表への記入を催促した。有効回答数中，既

にメール配信システムを導入している自治体は，33件（全体の14％）であった。

参考文献

総務省『情報通信白書 平成22年版』ぎょうせい，2010年

Chau,Patrick.Y.K.andKarYanTam（1997）,"Factorsaffectingtheadoptionofopen

systems:anexploratorystudy,"MISQuarterly,Vol.21(1),pp.1-24.

Chandy,RajeshK.andGerardJ.Tellis（1998）,"OrganizingforRadicalProductInnovation:

TheOverlooked RoleofWillingnesstoCannibalize,"JournalofMarketingResearch,

Vol.35(4),pp.474-487.

Chwelos,Paul,IzakBenbasatandAlbertS.Dexter（2001）,"ResearchReport:EmpiricalTest

ofanEDIAdoptionModel,"InformationSystemsResearch,Vol.12(3),pp.304-321.

Frambach,R.T.,HarryG.Barkema,BartNooteboom,andMichelWedel（1998）,"Adoption

ofaserviceinnovationinthebusinessmarket:anempiricaltestofsupplysidevariables,"

JournalofBusinessResearch,vol.41,pp.161-174.

Gatignon,HubertandThomasS.Robertson（1989）,"TechnologyDiffusion:AnEmpirical

TestofCompetitiveEffects,"JournalofMarketing,Vol.53,pp.35-49.

Gauvin,StephaneandRajivK.Sinha（1993）,"InnovativenessinIndustrialOrganizations:A

Two-stageModelofAdoption,"InternationalJournalofResearchInMarketing,Vol.(10),

pp.165-183.

Grewal,Rajdeep,JamesM.Comer,andRajMehta（2001）,"An Investigation intothe

AntecedentsofOrganizationalParticipationinBusiness-to-BusinessElectronicMarkets,"

JournalofMarketing,Vol.65(3),pp.17-33.

Heide,JanB.andAllenM.Weiss（1995）,"VendorConsiderationandSwitchingBehaviorfor

BuyersinHigh-TechnologyMarkets,"JournalofMarketing,Vol.59（July）,pp.30-43.

Iacovou,CharalambosL.,Izak Benbasat,and AlbertS.Dexter（1995）,"EletronicData

InterchangeandSmallOrganizaions:AdoptionandImpactofTechnology,"MISQuarterly,

Vol.19(4),pp.465-485.

Jiang,J.J.,Kein,G.,Carr,C.L.（2002）,"MeasuringInformationSystem ServiceQuality:

SERVQUALformtheOtherSide,"MISQuarterly,Vol.26(2),pp.145-166.

Kardes,FrankR.,GurumurthyKalyanaram,MuraliChandrashekaranandRonaldJ.Dornoff

（1993）,"Brand Retrieval,Consideration SetComposition,ConsumerChoice,and the

PioneeringAdvantage,"JournalofConsumerResearch,Vol.20（June）,pp.62-75.

Kettinger,William J.and Choong C.Lee（1997）,"Pragmatic Perspectives on the

MeasurementofInformationSystemsServiceQuality,"MISQuarterly,Vol.21(2),pp.223-

240.

Kettinger,William J.andChoongC.Lee（2005）,"ZoneofTolerance:AlternativeScalesfor

MeasureingInformationSystemsServiceQuality,"MISQuarterly,Vol.29(4),pp.607-623.

Srinivasan,Raji,G.L.Lilien,andA.Rangaswamy（2002）,"TechnologicalOpportunism and

RadicalTchnologyAdoption:AnApplicationtoE-Business,"JournalofMarketing,Vol.66

小 山 太 郎

―14―



（July）,pp.47-60.

Van Everdingen,YvonneM.andGary J.Bamossy（2000）,"MarketingofaFinancial

InnovationCommercialUseoftheEurobyEuropeanCompaniesPriortoMandatory

Adoption,"JournalofBusinessResearch,Vol.(48),pp.123-133.

Waarts,Eric,YvonneM.vanEverdingen,andJosvanHillegersberg（2002）,"Thedynamics

offactorsaffecting theadoption ofinnovations,"TheJournalofProductInnovation

Management,Vol.19,pp.412-423.

Wierenga,Berend and PeterA.M.OudeOphuis（1997）,"Marketing decision support

systems:Adoption,use,andsatisfaction,"InternationalJournalofResearchinMarketing,

Vol.14,pp.275-290.

Wu,Fang,VijayMahajanandSridharBalasubramanian（2003）,"AnAnalysisofE-Business

AdoptionandItsImpactonBusinessPerformance,"JournaloftheAcademyofMarketing

Science,Vol.31(4),pp.425-447.

情報システムのマーケティング

―15―


